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１．NITEの紹介
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NITEは、「独立行政法人製品評価技術基盤機
構法」に基づき、経済産業省のもとに設置されてい
る行政執行法人です。

現在、製品安全分野、化学物質管理分野、バ
イオテクノロジー分野、適合性認定分野、国際評
価技術分野の5つの分野において、経済産業省な
ど関係省庁と密接な連携のもと、各種法令や政策
における技術的な評価や審査などを実施し、わが国
の産業を支えています。

また、それらの業務を通じてNITEに蓄積された知
見やデータなどを広く産業界や国民の皆様に提供す
るとともに、諸外国との連携強化や国際的なルール
づくりなどに取り組み、イノベーションの促進や世界レ
ベルでの安全な社会の実現に貢献しています。

■NITEの事業案内

https://www.nite.go.jp/

１．１ NITEの紹介

電力安全センター
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経済産業省からの依頼を受けて、事故対応行政での諸課題等を踏まえた業務から開始し、
立入検査や保安に係る業務を順次拡充中。
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１．２ 電力安全センターの紹介

スマート保安技術の
進展に伴い適切な導
入加速が必要

2017年度
（平成29年度）

2016年度
（平成28年度）

2015年度
（平成27年度）

2014年度
（平成26年度）

2018年度
（平成30年度）

経済産業省 電力安全課と業務検討／各団体等訪問

METI電力安全課に代わり事故報告の整理・分析（統計とりまとめ＆重大事故分析）

事故報告書情報に関するシステム構築・運用

事故実機調査

経産省の持つ活用しきれ
てない事故情報を統一的
に整理・分析が必要

事故情報の作成・整
理・分析の高度化には
システム化が必要 事業者自主保安とはいえ、

調査能力に限界があり原
因不明となっている報告が
散見

2019年度
（令和元年度）

2020年度
（令和2年度）

立入検査等再エネ対応

再エネ導入拡大に伴
い小出力設備等で保
安上の課題が深刻化

2021年度
（令和3年度）

立検法施行

スマート保安対応

法改正成立

2022年度～
（令和4年度）

立検拡充



２．太陽電池発電設備に関す
る保安統計等について

（NITEにおける保安統計業務の紹介）
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■保安統計とは
電気事業法第107条、電気関係報告規則第2条に基づき、前年度に発
生した電気事故について、電気事業者、自家用電気工作物設置者別に実
績を取りまとめた統計である。

目的：電気工作物の事故の発生傾向を把握することで
→安全で安定的な電気供給のため
→技術基準の検討
→電気工作物設置者への適切な指導
等のための情報を得ることを目的としている。

経済産業省ＨＰより
https://www.meti.go.jp/policy/safety_security/industrial_saf
ety/sangyo/electric/detail/denkihoantoukei.html

■電気事故とは
電気関係報告規則第３条並びに第３条の２に定める
○感電又は破損事故若しくは電気工作物の誤操作若しくは電気工作物を操
作しないことにより人が死傷した事故

○電気火災事故
○電気工作物の破損又は電気工作物の誤操作若しくは電気工作物を操作し
ないことにより、他の物件に損傷を与え、又はその機能の全部又は一部を損
なわせた事故
○主要電気工作物の破損事故 →次ページへ
○波及事故
等の電気事故が発生した際、国へ報告しなければならない事故。

表紙

平成27年度から

２．１ 保安統計・電気事故とは
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p.67 第８表より

電気工作物と事
故原因別にクロ
ス集計
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2020年度 太陽光 4号 全１０件自然災害
/風雨・水害・山崩れ

■事故原因別

7月 8月 9月

風雨 3件
（1件）

2件
（1件）

2件

水害 1件
山崩れ 2件

（2件）

事故発生月

事故原因

（）内赤字件数：山崩れ・土砂流出

7月 8月 9月

山崩れ・
地盤流出

3件
（3件）

1件
（1件）

冠水 3件
泥水侵入 1件
風による破損 2件

事故発生月

事故原因

（）内赤字件数：山崩れ・土砂流出

■事故事象別

風雨：雨、風又は暴風雨によるもの
水害：洪水
山崩れ：山崩れ、地滑り

7月～9月のみ

２．２ 保安統計 自家用電気工作物を設置する者
第８表 太陽電池発電所の事故被害件数表より
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7月 8月 9月

九州 5件
（3件）

2件

中部 1件 2件
（1件）

事故発生月

発生地区

■事故発生地区別

●7月の事故：6件
【令和2年7月豪雨】 6件
「7月3日から8日にかけて、梅雨前線が華中から九州付近を通って東日本にのびてほとんど停滞した。前線の活動
が非常に活発で、西日本や東日本で大雨となり、特に九州では4日から7日は記録的な大雨となった」（気象庁
HP[気象庁 | 令和2年7月豪雨 (jma.go.jp)]より）

●9月の事故：2件
【台風10号】
「9月1日21時に小笠原近海で発生した台風第10号は、発達しながら日本の南を西北西に進み、5日から6日に
かけて大型で非常に強い勢力で沖縄地方に接近した。その後、勢力を維持したまま北上し、6日から7日にかけて
大型で非常に強い勢力で奄美地方から九州に接近した後、朝鮮半島に上陸し、8日3時に中国東北区で温帯低
気圧に変わった。」（気象庁HP[気象庁 | 台風第10号による暴風、大雨等 (jma.go.jp)]より）
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全30件自然災害/氷雪2020年度 太陽光 4号

【2020年12月～2021年2月にかけての豪雪】
2020年12月～2021年2月にかけてにかけて、
例年を上回る降雪量を記録した。気象庁から報
道発表もされた（気象庁｜報道発表資料
(jma.go.jp)）

◯原因として・・・

モジュール・架台の破損：28件
PCSの破損：2件

内訳

■太陽電池発電所の事故被害件数（H30～R2）
２０１８年度 ２０１９年度 ２０２０年度

１件 ０件 ３０件

12月 1月 2月 3月

北海道 2件 3件 3件

東北 4件 5件 5件 4件

北陸 1件 1件

事故発生月

発生地区

■地域、発生月で集計 モジュール・架台の破損：２８件
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①モジュールに積雪
傾斜により積雪が滑落

②滑落雪が、モジュールの軒下に
埋没

モジュール下端に積雪し、モジュール上の積
雪が滑落しないまま、モジュール下端へのいわ
ゆる軒下荷重として作用し，それに耐えきれ
なくなり破損に至る（右画像を参照）

①②が繰り返される

大半は下記プロセスによって架台あるいは接合部の破損が至ったと考えられる

■破損までのプロセス
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■前述したプロセスによる破損の場合、モジュールの下端
～中段部分の架台あるいは接合部の破損が多くなる

破損・脱落
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■前述したプロセスでは、積雪から数日～数週間モジュールや架台に負荷が掛かり続
けたケースが見られた。

■28件のうち25件は、事故発生時の天気は雪ではなく晴れもしくは曇りであった。
■積雪に加え、気温上昇による溶融や降雨によって、雪の重量が増加したことも架台

あるいは接合部の破損に至った原因と推定されるケースが見受けられた。

「地上設置型太陽光発電システムの設計ガイドライン2019年版」に準拠し設
計された架台が破損した案件も見受けられた。

上記のことから、積雪からすぐに破損事故事故に至る訳ではなく、ある程度の
期間荷重がかかり続ける事（軒下荷重）によって破損する傾向が見られる。
より迅速な除雪ができれば、事故発生の可能性は下がるのではないか。
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事故発
生月

内部コンデンサ
異常 冷却ファン エラーで運転

停止
内部基板・
内部配線損
傷

計 １年
未満

3
年
未
満

3
年
以
上

不
明

１
年
未
満

3
年
未
満

3
年
以
上

不
明

１
年
未
満

3
年
未
満

3
年
以
上

不
明

１
年
未
満

3
年
未
満

3
年
以
上

不
明

４月 0 
５月 4 1 2 1 
６月 6 1 1 3 1 
７月 0 
８月 2 1 1 
９月 0 
１０月 1 1 
１１月 1 1 
１２月 1 1 
１月 0 
２月 4 1 1 1 1 
３月 4 1 1 2 

2020年度 太陽光 PCS 設備不備（23件）
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事故発
生月 冷却ファン故障 劣化による内部基板・内部

配線損傷 塵埃、水滴の浸入

計
１
年
未
満

５
年
未
満

5年以
上7年
未満

７年
以上 不明

１
年
未
満

５
年
未
満

5年以
上7年
未満

７年
以上 不明

１
年
未
満

５
年
未
満

5年以
上7年
未満

７年
以上 不明

４月 2 1 1 
５月 2 1 1 
６月 3 2 1 
７月 4 2 1 1 
８月 5 1 2 1 1 
９月 1 1 
１０月 4 1 1 1 1 
１１月 0 
１２月 1 1 
１月 1 1 
２月 0 
３月 0 
合計 23 

2020年度 太陽光 PCS 保守不備（23件）
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太陽電池発電所破損事故（4号関係）
・2020年度の太陽電池発電所関連の事故において、
逆変換装置（パワーコンディショナ）と太陽光パネルの破損事故が
2019年度に比べて増加したことから、破損事故全体の件数が増加
した（前年比74％増）。

（太陽電池発電所関連の事故発生件数）
（2018年度） （2019年度） （2020年度）

逆変換装置 ５７件 → １１０件 → １９０件
モジュール・架台 ５２件 → ２４件 → ４０件
その他電気工作物 ２件 → ２件 → ４件

※１号の死傷事故原因となった電気工作物を除く。
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３．事故事例集

（死傷事故、波及事故）

16

＊この事例集は、経済産業省に提出された詳報の記載内容に基づき、NITEが事例抽出を試
みたものです。詳報に記載が無い情報については、不明等としているものがあります。



３．１ 死傷事故
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■死傷事故要因分析図
Aパターン：充電している電気工作物に接触した場合。
Bパターン：充電している電気工作物でアークが発生した場合。
Cパターン：充電している電気工作物に接触等した後の動作で被災した場合。
Dパターン：充電している電気工作物によらず被災した場合。

* 1： 電流によるジュール熱で深部組織が損傷

* 2： アークやスパークの熱、衣服火災などによる熱傷
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■死傷事故事例集における原因と要因分析パターンとの関係
丸数字：表内の丸数字
は事例集題目に付与さ
れている番号に対応する。

A B C D
設備不備

保守不備

自然現象

過失

無断加工

その他

作業準備不良 ⑤
作業方法不良 ① ⑥ ⑨
工具・防具不良

電気工作物不良

被害者の過失 ② ⑧
第三者の過失

その他

電気工作物不良 ③
被害者の過失 ④ ⑦
第三者の過失

自殺

無断加工

その他

A B C D

⑩

原因別（原因分類表３）

電気工作物の欠陥

電気工作物の損壊

電気工作物の操作

死傷事故要因分析パターン
原因別（原因分類表２）

電気火災

感電（作業者）

感電（公衆）

死傷事故要因分析パターン



接続端子

引き上げた
ケーブル

＜①死傷事故 Aパターン：高圧盤内ケーブル挿入作業 充電部接触感電事故＞

被災場所：高圧配電盤
事故発生電気設備：高圧盤内ケーブル
作業目的：電気工事
事故原因：作業方法不良
経験年数：記載無し
保有資格：記載無し
被害内容：電撃傷（右上肢）

＜事業者が行った防止対策＞
・いかなる場合にも、作業前は必ず検電を実施する。
・作業変更などの連絡は、上位会社（2次請）及び電気主任技術者に報告し、指示を受ける。
・変電所立入作業や盤の開錠は電気主任技術者の許可を受ける。
・作業場所が変更になった場合には、再度KYMを実施するように作業者（3次請）に徹底させる。
・充電部が近接する作業では、電気主任技術者の確認を取り、充電部の防護をして作業する。

＜事故原因＞
・作業者（3次請会社）が作業前に検電をしなかった（2次請会社の指示書には検電励行の記
載があった）。

・元請会社と話したことで、2次請会社へ連絡せずに作業をした。
・電気主任技術者に連絡せずに、高圧配電盤の開錠を作業者（3次請会社）が行った。
・作業者（3次請会社）は作業場所が変更になったのに、KYMを実施しなかった。
・作業者（3次請会社）は高圧配電盤が新設だったので、停電していると思い込んでいた。
・作業者（3次請会社）は充電部近接にもかかわらず、充電部の防護を行っていなかった。

＜事故概要＞
事業所内における高圧配電盤の幹線ケーブル更新工事において、被災者が高圧盤内に頭と

片足を半身に入れた状態で、右手でケーブルを持ち上げた際に、右手甲が充電部の1次母線
に接近し、右手甲から電気が入り右肩に抜けて感電した。

被災時作業状況再現図

接触箇所
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＜②死傷事故 Aパターン：作業者感電負傷事故＞

被災場所：キュービクル
事故発生電気設備：高圧負荷開閉器（LBS）二次側端子とケーブルの接続箇所 6,600Ｖ
作業目的：月次点検
事故原因：被害者の過失
経験年数：8年11ヶ月
保有資格：電気主任技術者
被害内容：電撃傷（頭頂部）

＜事業者が行った防止対策＞
・通常月次点検の内容について見直し
高圧電気設備が充電中の間は、キュービクル内部に入らないで、点検することを原則
とし、また、当日の天候や周囲の状況を十分に配慮し、装備と行動万全を期すとともに、
時間に余裕を持って慎重に点検していくものとする。

・保護具の着用

＜事故原因＞
高圧電気設備が充電中であるにもかかわらず、キュービクル内部で測定を行ったことと、適切な防

具（ヘルメット）を着用していなかった。

＜事故概要＞
月次点検において、キュービクル内設置の高圧機器、高圧ケーブルの負荷電流や漏洩電流その

他を測定するため、クランプメーターで測定を開始した。高圧ケーブルのシース電流をクランプメーター
でキュービクル外部から測定しようとしたところ、屋根からの雪解け水が体に当たり、跳ね返った滴が
キュービクル内に飛び散るので、体をかがめてキュービクル内に入り測定し、外部に出ようと立ち上
がった時に、頭上にLBSがあり、ケーブルとの接続箇所に頭部が触れ、感電した。

感電箇所

被災時作業状況再現図
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流入（股間
部）

流出
（右手）

流入
（股間部）

＜事業者が行った防止対策＞
・クランプカバー等の絶縁材料は防護具ではないことを認識し、絶縁劣化を想定し、

裸線同様に防護する。
・防護は万一の場合を防ぐためのものであり、電路へは立入禁止にする。
・電気工作物の保安の確保は設置者の義務であることを再確認する。
・電気に関する危険性、安全知識について作業員に再度指導教育する。

＜事故原因＞
・充電部の防護が適切に実施されていなかった。
・防護と足場組立の担当者間で作業打合せが不十分であったため、高圧引込箇所

近傍で防護が未施工である場所に足場が組まれた。
・設置者は管理技術者への連絡は工事元請会社が必要であれば行うと思って行わ
なかった。

・被災者は防護がなされたものと安心し、電路を無造作にまたいでしまった。

＜事故概要＞
屋上防水工事と外壁ひび割れ修繕・塗装工事において、午前中の作業を終了し、

足場通路上の引込線をまたいで通行しようとした。中線のクランプカバー上部をまたい
だ際に、劣化し隙間があったクランプカバー内部の充電部に触れ、さらに右手で近くの
足場パイプをつかんだ瞬間に電撃を受け被災した。

22

＜③死傷事故 Aパターン：足場組立て作業員の感電負傷事故＞
被災場所：外壁塗装用仮足場
事故発生電気設備：高圧架空引込線 6,600Ｖ
作業目的：工場外壁塗装
事故原因：電気工作物不良
経験年数：記載無し
保有資格：記載無し
被害内容：感電（股間、右手）

上部に
隙間

クランプ
カバー

被災時作業状況再現図
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電線部の地絡痕
支柱部の地絡痕

手摺部の地絡痕

左肩（電線）流入

右手（支柱）流出

左手（手摺）流出

右足（足場）流出

被災時作業状況再現図＜④死傷事故 Aパターン：建物解体作業者感電死亡事故＞
被災場所：解体用仮足場
事故発生電気設備：高圧電線 6,600Ｖ
作業目的：建物解体
事故原因：被害者の過失
経験年数：浅い経験
保有資格：記載無し
被害内容：感電（左肩、右手、左手、右足）、死亡

＜事業者が行った防止対策＞
・施工会社および元請け会社に対する注意喚起を実施する。
・感電事故発生箇所の安全措置を実施する。
・建築関係団体への感電事故防止に向けた啓発活動を実施する。
・建築工事現場に関する情報提供を要請する。
・感電事故防止に向けた注意喚起を実施する。

＜事故原因＞
・解体用仮足場が、高圧電線3線のうち人家側1線の一部を囲い込むように施設されており、極
めて危険な状態で作業が行われていた。

・元請会社と施工会社にて事前に現場確認が行われているが、解体用仮足場が高圧電線に接
近するという認識がなく、確認が不十分であり、電力会社や電気工事会社に連絡等がなされて
いなかった。

・被害者は、経験も浅く、高圧電線及び電気に関する知識が不足していた可能性がある。

＜事故概要＞
建物解体工事において、仮足場の設置作業を行った際に、被害者は仮足場に手摺りを取り付

ける作業を行っていた。被害者が仮足場の支柱を右手で支え、手摺りを左手で取り付けようとした
際に、あやまって左肩が高圧電線に接触し、感電した。



キュービクル内配電盤
被災時作業状況再現図

＜⑤死傷事故 Bパターン：低圧ブレーカー1次側におけるアーク火傷による負傷事故＞

被災場所：キュービクル
事故発生電気設備：配線保護用遮断器 3相200Ｖ
作業目的：月次点検
事故原因：作業準備不良
経験年数：40年
保有資格：第２種電気主任技術者
被害内容：アーク火傷（両手、顔面、右膝）

＜事業者が行った防止対策＞
・各キュービクル内にある変圧器B種接地線を測定しやすいように、接地線を

移設する。
・活線近接作業となる場合などの作業標準を定める。
・今回の事故状況、防具・保護具の取り付け基準などを関係者に対して周知

を徹底する。

＜事故原因＞
・キュービクル内3相変圧器のB種接地線測定をすることは、毎月実施して

いる慣れた作業で、低圧活線近接作業であることの意識がなかった。
・B種接地線を測定しにくい作業環境にもかかわらず、絶縁手袋などの保護
具を着用していなかった。

・充電部の活線作業、活線近接作業に関する作業標準は定めていなかった。

＜事故概要＞
月次点検作業中に、キュービクル内の変圧器2次側接続B種接地電流を測

定しようとして、クランプメーターを右手で差し入れて測定した後、クランプメーター
を引き抜いた際に、作業服が配線保護用遮断器の電源側接続部に接触した
ため、配線部からアークが発生し火傷を負った。

アーク痕

24

アーク発生



＜⑥死傷事故 Bパターン：作業者のアークによる負傷事故＞

被災場所：太陽電池発電設備
事故発生電気設備：太陽電池発電用集電箱（DC400V）
作業目的：点検作業（太陽電池パネルの点検）
事故原因：作業方法不良
経験年数：5年
保有資格：第２種電気工事士（低圧電気取扱者安全衛生特別教育講習受講）
被害内容：左手指及び手関節部の熱傷

＜事業者が行った防止対策＞
・太陽電池発電設備定期点検契約を設置者と電気工事業者とで締結していたが、新
たに電気保安法人を含めて締結し、連絡を徹底することによって電気主任技術者の
立ち会いの下で作業する。

・太陽電池発電システムの点検に関する作業標準書を作成するとともに充電部への保
護カバー及び保護手袋を着用して点検を行う。

・工事業者、下請業者の社員への事故事例及び点検手順の教育を実施する。

＜事故原因＞
・点検に関する作業標準書がなく、取り外す必要の無かったサージアブソーバーを活線
状態で取り外し、配線間を短絡させた。
・電気主任技術者の立ち会いなく、作業を行った。

＜事故概要＞
パワーコンデショナから集電箱間の絶縁抵抗測定試験をする際に、サージアブソーバー

を取り外さないと適正に測定できないと誤認し、活線状態のままサージアブソーバー用端
子台の配線をドライバを用いて取り外す作業を行った。取り外し作業中に誤って配線間
を短絡させたことによりアークが発生し、左手に熱傷を負った。なお、取り外し作業をする
にあたり、着用していた保護手袋を外し、素手で作業を行った。

被災時作業状況再現図

配線間の短絡によるアーク発生
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アーク発生

事故発生分電盤

カバー付ナイフスイッチ詳細

被災時作業状況再現図

＜⑦死傷事故 Bパターン：公衆のアークによる負傷事故＞
被災場所：分電盤
事故発生電気設備：3極型カバー付きナイフスイッチ 低圧200Ｖ
作業目的：電気工事
事故原因：被害者の過失
経験年数：記載無し
保有資格：記載無し
被害内容：アーク火傷（顔面、両眼角膜熱傷）

＜事業者が行った防止対策＞
• 電気保安法人による電気安全の講習会を実施する。
• 不良個所が発生した場合には、電気保安法人の指導助言を仰ぎ、電気工

事店による改修工事を行う。
• 経年劣化による故障が懸念される機器については設備更新を計画し、実施

する。

＜事故原因＞
• 電気工事士の資格が無く、また電気の知識も乏しいにも関わらず、安易に取

替工事を行った。
• 社長は電気保安法人が主催する安全講習会を従業員に受講させないなど、

教育が不足していた。
• 電気保安法人は、故障発生時の安全配慮について助言が不足していた。

＜事故概要＞
送材機の正・逆運転操作用フットスイッチの誤操作（同時に踏む）により、マグ

ネットスイッチが同時に「入」となり、負荷側回路が短絡して分電盤のカバー付ナイ
フスイッチ（CKS）が焼損した。「電気の知識がなくとも、CKSの取替くらい自分た
ちでもできる」と考え、電気工事を実施した。事故発生分電盤は充電されていない
と思い込み、充電中のままCKSを外そうとしてドライバーを電源側刃受けの相間に
挿入したところ短絡し、アークが発生して顔面に火傷を負った。
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＜⑧死傷事故 Bパターン：高圧機器更新工事で発生したアークによる火傷事故＞
被災場所：キュービクル
事故発生電気設備：受電用高圧ケーブル終端部接続点直近の高圧電線 6､600V
作業目的：電気工事
事故原因：作業準備不良
経験年数：作業経験28年
保有資格：記載無し
被害内容：アーク火傷（顔面）

＜事業者が行った防止対策＞
・連絡責任者教育の実施。
・従業員全員に対して保安教育を実施する。

キュービクル鍵の編成管理
電気保安法人の連絡なしでのキュービクル扉開放の禁止

＜事故原因＞
電気主任技術者が到着する前に現場確認を行ったが、被災者は前々日に雨の中作業

を実施しており、ヘルメットに装着しているライトの固定バンドが湿潤していたと想定されること
から、湿潤していた固定バンドが高圧配線に接触し、短絡事故が発生したと思われる（被
災者の記憶無し）。

＜事故概要＞
電気主任技術者が到着する前に、電気工事を行う前の現場確認をするためにキュービク

ルの鍵を借り受けた。キュービクル内の高圧ケーブルの配管径を確認するため、キュービクル
裏面から下部の開口部を覗き込んだ時にヘルメットのライト固定ベルトが受電用高圧ケーブ
ル終端部終点直近の高圧電線青相、白相に接触し、アークが発生したことにより被災した。

アーク発生

短絡箇所
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＜⑨死傷事故 Cパターン：事業所構内の感電負傷事故＞

被災場所：キュービクル
事故発生電気設備：高圧負荷開閉器（LBS） 6,600V
作業目的：月次点検
事故原因：作業方法不良
経験年数：8年11ヶ月
保有資格：第２種電気主任技術者
被害内容：転倒による後頭部骨折

＜事業者が行った防止対策＞
・作業の際には、必ずヘルメットを装着する。
・高圧充電部に接近が必要な場合には、必ず停電して作業する。

＜事故原因＞
高圧充電部への近接作業にもかかわらず停電作業とせず、またヘルメットも装着し

ていなかったため、キュービクル内の充電露出部（LBS二次側）に頭部を接触し、
衝撃により後ろ向きに転倒し、後頭部を受傷した。

＜事故概要＞
月次点検作業中に、低圧ブレーカーの接続部（配電盤の裏側）にねじやナットの

緩みがないか調査中に、誤って高圧充電部に接触し、後ろへ転倒した際に後頭部
を骨折したものと推定される。

被災時作業状況再現図

高圧充電部（LBS2次側）

事故時状況（キュービクル前）

28



29

＜事業者が行った防止対策＞
・弁開閉確認及び操作禁止札の徹底
・蒸気ドラム負圧計設置
・作業開始前の作業環境状態確認の徹底
・マンホール開放作業手順の徹底
・再発防止に向けた教育の実施

＜事故原因＞
・弁全開状態の確認行為が不十分
・蒸気ドラム圧力表示が負圧まで確認できなかった。
・作業開始前の危険予知が不十分
・作業手順の不備

＜事故概要＞
ボイラー停止後に蒸気ドラム内部点検を行うために、ドラム液のブローを行いマンホー

ルドアを開放しようとしたが、ガスケットが固着していたためマンホールドアをハンマーで軽
く叩いたところ、突然マンホールドアが開き、ドラム内部に引き込まれた。状況から、蒸
気ドラム内は真空状態になっており、マンホールドアが真空によって突然開き、マンホー
ルから蒸気ドラム内に吸い込まれて被災したと考えられる。

＜⑩死傷事故 Dパターン：蒸気ドラム内部引込まれによる作業員死亡事故＞

被災場所：バイオマス発電所
事故発生電気設備：蒸気ドラム
作業目的：点検
事故原因：電気工作物の操作
経験年数：記載無し
保有資格：記載無し
被害内容：外傷性ショックによる死亡

被災時作業状況再現図



３．２ 波及事故
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■波及事故要因分析図

・波及事故の発生要因は３パターンに分類す
ることができ、どれか一つでも条件を満たす
と波及事故になる。

・AパターンとBパターンで 98％と大多数を占
める。

A：区分開閉器が破損した場合。
B：区分開閉器以外の電気工作物が破損し、且つ、

区分開閉器が未設置又は不動作の場合。
C：その他

AND

波及事故

OR

区分開閉器

破損

区分開閉器

不動作

電気工作物

破損

その他

区分開閉器

未設置

OR

A B C

1次側
破損

OR

本体内部
破損

2次側
破損

制御機器
破損

AND

（A１） （A２）

（A３）

（B１） （B２）

＜例＞
区分開閉器以外の電気工

作物が破損し、且つ、区分開
閉器が正常動作したが、電
力会社の設備が再投入でき
なかった場合等。
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■波及事故事例集における原因と要因分析パターンとの関係

丸数字：表内の丸数字は事例
集題目に付与されている番号に
対応する。

大分類 小分類 A1 A2 A3 B1 B2 C
設備不備 製作不完全

施工不完全

保守不備 保守不完全

自然劣化 ⑯
過負荷

自然現象 風雨

氷雪

雷

地震

水害

山崩れ、雪崩

塩、ちり、ガス

故意・過失 作業者の過失 ⑪ ⑫ ⑭ ⑱
公衆の故意・過失 ⑰
無断伐採

火災 ⑲
他物接触 樹木接触

鳥獣接触 ⑬
その他の他物接触

腐しょく 電気腐しょく

化学腐しょく ⑮
震動 震動

他事故波及 自社

他社

燃料不良 燃料不良

その他 その他

不明 不明

原因別（原因分類表１） 波及事故要因分析パターン



＜⑪波及事故 A2パターン：波及事故＞

＜事業者が行った防止対策＞
・ネズミが侵入したと思われるキュービクル内の低圧ケーブル入口開口部、及び制御

盤内の制御線入口開口部は、コーキング処理によりふさぐ。

＜事故原因＞
・当該PASは、キュービクル内の低圧ケーブル入り口開口部から侵入したネズミが、

計器用変流器（CT)の充電部に接触し、地絡／短絡したことにより、付属のSOGが
動作し、開放動作となったが、開放動作中に短絡に移行したため、アーク放電によ
る内部短絡に至ったと推定される。

・ネズミの侵入経路は、キュービクルに隣接する制御盤内の制御線入口開口部から
入り、配線ビットを経由して、キュービクルの低圧ケーブル入口開口部より出て、計
器用変流器（CT)の充電部に接触したものと推定される。

＜事故概要＞
当該事業場の電気工作物が原因で、波及事故が発生。調査の結果、PASは開放状態

で、地絡継電器（GR）には動作表示があった。また、PASには焼損痕と外箱変形が確認
できた。PASの絶縁抵抗を測定した結果、相間、対地間が絶縁破壊しており、これが原因
で波及事故が発生したと判明、その他、受電設備に異常が無いことを確認した。

事故発生電気設備：高圧気中負荷開閉器（PAS） 6,600V
事故原因：他物接触（鳥獣接触）
被害内容：供給支障電力167kW、供給支障時間155分、供給支障軒数 記載無し
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＜⑫波及事故 A２パターン：開閉器不良による停電事故＞

＜事業者が行った防止対策＞
・閉鎖店舗を含めた全店舗に対して、電気主任技術者の選任に漏れがないか確認する。
・店舗等の建物設備を入手した場合には、自家用電気工作物かどうかの確認を行い、該当
する場合には電気主任技術者の選任が必要なことを充分認識し必要な手続きを確実に行
う。

・電気事業法に基づく必要な手続きについては、電気保安に関わる組織から助言、指導を受
けて確実に実施する。

・電気主任技術者による日常点検等で指摘のあった電気設備の不良改修等については必
ず実施し、波及事故を含めた電気事故発生を防止する。

・社内において、今回の事故の概要について関係部署に周知し、再発防止に向けた取り組
み体制を構築する。

＜事故原因＞
当該事業所(店舗)は、売却された時点で閉店状態であったため、旧会社において必要な処置を
すべきところを実施しておらず、実際には必要な自家用電気工作物保安管理を行っていなかった。
電気主任技術者も未選任であったことから、保守不完全となり波及事故が発生した。

＜事故概要＞
当該事業場において停電が発生し、探査装置にて不良箇所の調査を開始したところ、不良が

疑われる箇所があったため取り替え作業を行った。取り替え完了後、送電したが再度事故発生。
再度調査したところ、高圧気中負荷開閉器（PAS）が不良と確認、切り離し作業を実施後、再
送電し事故復旧完了。

事故発生電気設備：高圧気中負荷開閉器（PAS） 区分開閉器
事故原因：保守不備（保守不完全）
被害内容：供給支障電力 490kW、供給支障時間 421分、供給支障軒数 76軒
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高圧気中
負荷開閉器

高圧気中負荷開閉器
（PAS）拡大図



＜⑬波及事故 B1パターン：波及事故＞

＜事業者が行った防止対策＞
・現在更新時期を経過している他の機器についても早急に取替えを計画する。今後

は更新時期に合わせて計画的に取替えを行う。
・高圧ケーブルが保護範囲内となるように、構内高圧気中開閉器の設置を検討する。

＜事故原因＞
受電用高圧引込ケーブルの経年劣化（1996年製）により、地絡が発生した。

＜事故概要＞
当該事業所の受電用高圧引込ケーブルが、ハンドホール内で経年劣化により地絡を発

生し、高圧ケーブルが直引込であったために地絡保護範囲外となり、波及事故となった。

事故発生電気設備：高圧引込ケーブル 6,600V
事故原因：自然劣化
被害内容：供給支障電力 586kW、供給支障時間 118分、

供給支障軒数 記載無し

ハンドハール高圧ケーブル

地絡痕
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＜⑭波及事故 B1パターン：配電線に対する波及事故＞

＜事業者が行った防止対策＞
・キュービクルの全設備を更新する。
高圧機器について、製造年からの年数管理を行い、計画的に更新を行う。

＜事故原因＞
当該事業場の進相用高圧コンデンサが経年劣化により内部短絡を起こしたために、

キュービクル内の高圧負荷開閉器（LBS）のヒューズが動作（溶断）したが、切りきれ
ず相間短絡となり発火した。焼損・地絡状態がLBS1次側にも及んだことと、出迎え方式
であったことから、地絡継電器の保護範囲外となり波及事故に至った。

＜事故概要＞
当該事業場において、高圧コンデンサの地絡・短絡によりLBSが焼損し、一次側が地絡

したが、出迎え方式でありLBS一次側が地絡継電器の保護範囲外だったために、波及事
故に至った。

事故発生電気設備：高圧コンデンサ
事故原因：保守不備（自然劣化）
被害内容：供給支障電力 760kW、供給支障時間 71分、供給支障軒数 記載な
し
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焼損した高圧負
荷開閉器
（LBS）

内部短絡した高
圧コンデンサ



＜事業者が行った防止対策＞
・電源内蔵タイプの高圧気中開閉器を採用する。
・構内第1柱を建屋から離れた位置に設置する。

＜事故原因＞
GR制御ボックスが先に焼損したため、電源喪失によりGR開放動作をしなかった。

＜事故概要＞
当該工場建屋からの火災により、工場横に設置の構内第1柱に延焼、GR制御ボックス及

び高圧気中開閉器、高圧ケーブル他が焼損し、波及事故となった。

事故発生電気設備：高圧ケーブル
事故原因：火災
被害内容：供給支障電力 160kW、供給支障時間 98分、供給支障軒数 23軒

構内第1柱

＜⑮波及事故 B2パターン：波及事故＞

高圧ケーブル
焼損

PAS脱落
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＜⑯波及事故 B２パターン：波及事故＞

＜事業者が行った防止対策＞
・年次点検において、単独作業の禁止、作業手順の順守を徹底させる。
・短絡接地器具取付中の看板２種類の使用を徹底させる。
・区分開閉器（PAS）投入前に一括メガ測定を必ず実施する。

＜事故原因＞
当該事業場で、年次点検を実施した際に、短絡接地器具取付中の表示や、十分な

チェックリストも作成しない状況で、単独作業を行っていたため、高圧負荷開閉器
（LBS）に取り付けた短絡接地器具を取り外すことを失念して復電作業を行ってしまい、
地絡事故が発生したが、制御電源を喪失していたため区分開閉器（PAS）が動作せず、
波及事故に至った。

＜事故概要＞
当該事業場において、年次点検の際に、高圧負荷開閉器（LBS）に取り付けた短絡

接地器具を取り外さずに区分開閉器（PAS）の復電操作をしたため、地絡事故が発生
し、波及事故に至った。

事故発生電気設備：高圧負荷開閉器（LBS）
事故原因：故意・過失（作業者の過失）
被害内容：供給支障電力 １,３８３kW、供給支障時間 ９５分、供給支障軒数
１３００軒
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＜⑰波及事故 B２パターン：波及事故＞

＜事業者が行った防止対策＞
高圧ケーブルの更新を計画しており、更新の際には高圧ケーブルの終端接続部の各相

の離隔を充分に取るよう施工する。

＜事故原因＞
構内第１柱の高圧ケーブル終端接続部において、各相の離隔が狭いために、R-S相間

でカエルが接触し、相間短絡事故が発生した。電力会社の過電流継電器付きの開閉器
（LCB）が過電流により作動し、事業場の区分開閉器（PAS）もSO動作により開放
動作したが、過電流継電器付きの開閉器（LCB）には自動再閉路の機能が無かったた
めに、波及事故となった。

＜事故概要＞
当該事業場において、構内第１柱の高圧ケーブル終端接続部における各相の離隔が

狭いため、R-S相間でカエルが接触し、相間短絡事故が発生した。この短絡事故により、
電力会社の過電流継電器付きの開閉器（LCB）が過電流により作動し、波及事故と
なった。

事故発生電気設備：高圧ケーブル終端接続部
事故原因：他物接触（鳥獣接触）
被害内容：供給支障電力 ４０１kW、供給支障時間 ７０分、供給支障軒数 ２９
９軒
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＜⑱波及事故 B2パターン：波及事故＞

＜事業者が行った防止対策＞
・地絡継電器の制御電源が、電気室内主遮断装置の負荷側から供給されている

ことが分かるように表示をする。
・担当電気管理技術者が当該事業所に到着できていない状況で、代行の電気管
理技術者が事故調査を行った際の良否の判断については、代行者のみの判
断とせず、電話等により担当者と連携を取り、担当者の指示を仰いで判断をする。

＜事故原因＞ 作業者の過失
当該事業所での作業が初めてで、機器の老朽化や受電設備の詳細を十分に把握

出来ていなかった代行の電気主任技術者が、地絡継電器の制御電源が電気室内
主遮断装置の負荷側から取られていることを失念していたことと、高圧機器の絶縁不
良箇所の特定に対して過去の年次点検等による絶縁抵抗の推移などの情報不足か
ら状況を十分に把握できていなかったため、避雷器が地絡していたことを見逃してしまっ
た。

＜事故概要＞
当該事業所が停電になり、調査をした結果、高圧気中開閉器（PAS)の開放と地絡継電

器の動作が確認された。地絡状況を確認するために電気室内の主遮断装置を開放し、受変
電設備の外観及び絶縁抵抗測定を実施した結果、問題が無く受電可能と判断したためPAS
を投入したが、電気室の主遮断装置が開放のままだったため、主遮断装置の負荷側から制御
電源を取っていた地絡継電器が動作しない状態になったことと、実際には避雷器が地絡してお
り、その地絡が解消されていなかったために波及事故となった。

事故発生電気設備：避雷器
事故原因：作業者の過失
作業目的：復電作業
被害内容：供給支障電力 345kW、供給支障時間 22分、供給支障軒数 16軒

地絡継電器
用制御箱

PAS

構内1号柱

避雷器 地絡継電器
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＜事業者が行った防止対策＞
・電源内蔵タイプの高圧気中開閉器を採用する。
・構内第1柱を建屋から離れた位置に設置する。

＜事故原因＞ 火災
GR制御ボックスが先に焼損したため、電源喪失によりGR開放動作をしなかった。

＜事故概要＞
当該工場建屋からの火災により、工場横に設置の構内第1柱に延焼、GR制御ボックス及び

高圧気中開閉器、高圧ケーブル他が焼損し、波及事故となった。

事故発生電気設備：高圧ケーブル
事故原因：火災
被害内容：供給支障電力 160kW、供給支障時間 98分、供給支障軒数 23軒

構内第1柱

＜⑲波及事故 B2パターン：波及事故＞

高圧ケーブル
焼損

PAS脱落
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４．詳報作成支援システム
及び詳報公表システムの紹介

42



４．１ 詳報データベースの構築

・入力方法をYouTubeで公開
・「詳報作成支援システムの使
い方」で検索

2022年2月
公表開始

小出力発電設備での事故報告制度の開始（2021年度より）にも対応

事故からより多くの教訓等を得るには、個々の事故で分析が深まり、その情報が蓄積・適切
に水平展開されることが重要です。NITEでは経済産業省と連携し、電気工作物での事故に
関する情報システム「詳報データベース」の構築・運用を行っています。
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４．２ 詳報作成支援システムの入力方法

電気事故発生の事業者は、経済産業省に事故報告書（詳報）を提出する。
事故の種類によって記載すべき内容が変わるほか、項目も多岐に渡るため 、一から作成
するには大変な手間と時間がかかる。

「詳報作成支援システム」を利用すると、指示に従って記載項目を入力していけば、完成
度の高い詳報を作成することが可能。

詳報作成支援システムを使って頂くメリット

詳報作成支援システムは、Webブラウザーから使用開始なWebアプリケーションで、
ソフトウェアのダウンロードやインストールが不要です。
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４．３ 詳報作成支援システムの入力方法

① 報告先選択

② 報告者情報の入力

③ 報告規則<号>の選択

④ 様式13入力

⑤ 号情報の入力 - 電気工作物情報の入力

⑥ 様式13総括入力

提出先保安監督部の選択

設置者に関する内容入力

電気関係報告規則第3条の号数選択
（1～13号、3つまでは複数選択可）

原因、再発防止対策及び全体総括を入力

各号の詳細情報及び事故発生に
起因した電気工作物の情報入力

事故発生前の状況、事故
の経緯等入力

■詳報作成支援システム入力の流れ■詳報作成支援システムの利用は、
NITE→ 国際評価技術→「電気保安技術
支援業務・スマート保安」のメニュー一覧に
ある「詳報作成支援システム」からアクセス

入口
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４．４ 詳報作成支援システムの入力方法

46

報告表紙 様式13 電気関係事故報告 別紙（詳細） 別紙（詳細）

利用上の注意点
1.詳報作成支援システムは以下のWebブラウザーに対応しています。

1. Microsoft Edge
2. Google Chrome

2.システムはデータをサーバー上に残さない運用としております。そのため、作業終了時に入力の保存
（XMLファイルの取得）を必ず行うようにお願いいたします。（PDFファイルのみでは作業途中からの
再開ができませんのでご注意ください。）

印刷例
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４．５ 詳報作成支援システムの入力方法

引用：YouTube 【NITE講座】 詳報作成支援システムの使い方

詳報作成支援システム入力方法の解説動画があります

動画は、電気設備の種類（自家用、小出力発電設
備）、事故の種類（感電死傷、破損、波及）によって
分かれているので、ご自身の事故報告書に近い動画をプ
レイリストからお選びください。
各動画にはチャプターがついているので、見たい箇所から再
生が可能です。
聞き取りやすさを重視してゆっくりめです。必要に応じて、
動画の再生速度を早めたり、字幕を利用すると便利です。
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４．６ 詳報作成支援システムの入力方法
詳報作成支援システムから監督部へメール
による報告機能が追加されました。

①ファイルの保存

48

① ファイルの保存

② 写真PDFの作成

③ 書類の添付

④ 監督部へメールで提出

必要な書類を添付
・作成した写真のPDF
・年次、月次等の定期点検の書類
・死傷事故については診断書の写し
・単線結線図
・その他

必要に応じ、写真をアップロードしPDFを作成
できます。

・XMLファイル（データベース用）
・PDFファイル（報告書）
・PDFファイル（写真）
・PDF等（別紙、添付書類）

作成した詳報のXML、PDFをPCに保存
②写真PDFの作成

④提出

③書類の添付
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■2021年4月1日より
小出力発電設備の事故報告作成機能の運用開始

2021年4月1日法律改正
●10kW以上50kW未満の太陽電池発電設備
●20kW未満の風力発電設備
について、事故報告の対象に追加。

NITEでは、小出力発電設備の事故報告書も作成
できるよう「詳報作成支援システム」を改修・公開

■2019年8月5日より システム運用開始
電気事故報告書（「詳報」）作成の際、情報を漏れなく入力できるよう支援するウェブアプリケー
ションの運用を開始

４．７ 詳報作成支援システムの入力方法
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・事故の再発防止等の観点から、電気工作物の事故情報を詳細かつ全国規模
で集約し、より活用しやすい形で公開
・ 再発防止策、未然防止策の立案に寄与

■2022年1月31日運用開始

４．８ 詳報公表システムについて
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https://www.nite.go.jp/gcet/tso/kohyo.html■詳報公表システムの紹介
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５．NITEにおけるスマート
保安に関する取組みについて
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５．１ スマート保安のアクションプランの策定

53

スマート保安アクションプランの概要
【将来像】電気設備の保安力と生産性の向上を両立

技術実装を着実に推進
⁃ 現時点で利用可能な技術は2025年までに確実に現場実装を推進
⁃ 保安管理業務の更なる高度化に向け、新たな技術の実証を推進

2025年における各電気設備の絵姿
⁃ 風力・太陽光発電所：遠隔常時監視装置やドローン等の普及による巡視・点検作業の効率化
⁃ 火力・水力発電所：発電所構外からの遠隔常時監視・制御の普及、高度化
⁃ 送配電・変電設備：ドローン等の普及による巡視・点検作業の効率化
⁃ 需要設備：遠隔による月次点検の実施、現地業務の生産性向上等

官のアクションプラン
スマート保安に対応した各種規制の見直し・適正化
専門家会議（スマート保安プロモーション委員会）
を設置し、スマート保安技術の有効性確認を通じた
普及支援

民のアクションプラン
スマート保安技術の技術実証・導入
スマート保安の体制・業務を担えるデジタル人材
の育成やサイバーセキュリティの確保

将来像の実現のためのアクション（短期～長期の時間軸を設定）

電気保安のスマート化の将来像

２０２１年３月、スマート保安官民協議会の下に設置された電力安全部会において、
電力安全分野のスマート保安アクションプランを策定。その中で、スマート保安に資す
る技術や、その導入促進のための官民の取組をまとめた。

※スマート保安官民協議会第４回電力安全部会資料より抜粋53



５．２ スマート保安プロモーション委員会の位置づけ

代替したいプロセス例

①ドローンによる
電線路の巡回

監視

② AIによる
発電機等の
異常判断

③現場作業者
熟練技術者に

よる現場作業者
への遠隔支援

スマート保安
プロモーション委員会
（事務局：NITE）

・プロセス単位での新たな保安
技術の妥当性・実効性を確認 保安規程の改定・

定期事業者検査の
柔軟化・判断の難しい、個別技術の

妥当性について専門的に検討

制度所管機関

①認定プロジェクト
の報告

②制度改正の検討
材料の提供

制度改正・基準策定

プロジェクト支援

・得られた知見から、スマート
保安の類型に応じたデータ
セット等の標準化を提案

スマート保安に
関する指針等の

策定

スマート保安
官民協議会
電力安全部会

電力安全小委員会
電気保安制度ＷＧ

等
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• 官民間・業界間でのコミュニケーションツールとして、スマート保安技術やデータを活用した新たな保
安方法について、その妥当性を確認・共有する場として設置。

• スマート保安技術の導入と普及拡大のプロモートを目的として、申請のあったスマート保安技術や
データを活用した新たな保安方法について、保安レベルの維持・向上に必要な技術要件を有して
いるか、その妥当性を確認。

• NITEは、プロモーション委員会での議論を踏まえ、当該保安方法について、関係業界等への普及
広報（スマート保安技術カタログの作成・公開等）、導入を促進するための基準策定や規制見
直しの提言等の実施。
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５．３ スマート保安プロモーション委員会での検討内容

②基礎要素技術の評価

（１）保安レベルの維持・向上に関する技術評価

①スマート保安技術モデルの評価

保安レベルの維持・向上に必要な技術要件を有しているかどうか、
新技術の有効性、メリット、安全性・信頼性及びコスト評価等を考
慮して、技術的な観点から確認を行う。

模擬又は試験設備での試験データをもとに、今後電気保安の現場でスマート
保安技術モデルとして活用できそうか、技術的な観点から確認を行う。

（２）当該技術の導入促進に向けた検討

すでに実証試験等実績があり、従来業務の代替が可能なもの。

電気設備に実際に採用できる可能性のある新しいスマート保安技
術で、まだ実設備での実証がなされていないもの。

導入促進を進めるための課題や普及促進方策、規制の見直しの必
要性等について、検討を行うとともに、事業者に対して導入促進に
向けた助言や想定されるリスクに関するアドバイスを行う。

プロモーション委員会
で確認した保安方法
について、NITEがカタ
ログにとりまとめて、関
係業界等に広く普及
広報を行う。

スマート保安
技術カタログ

(電気保安)

独立行政法人 製品評価技術基盤機構
国際評価技術本部
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５．４ スマート保安プロモーション委員会の活動経過
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令和3年3月16日に開催されたスマート保安官民協議会電力安全部会において、スマート保安プロモー
ション委員会の事務局をNITEが行うことが決定し、委員会設立に向けた検討と準備作業を開始。

開催実績
【第1回】令和3年10月27日
・委員会の位置づけと役割について審議

【第2回】令和4年2月14日
・第1号案件について審議

【第3回】令和4年3月28日
・第1号案件について審議、スマート保安技術として
承認

現在、NITEにおいて、スマート保安技術カタログに掲載・
公開に向けて作業中。

令和３年度にNITEにおいて対応した相談、問合せ件数は14件。既存技術の組合せによる保安規程
変更に係る案件(巡視、停電点検の延伸等)が中心。

氏名 所属 分野

委員長 中垣 隆雄
早稲田大学創造理工学部総合機械工
学科 教授

火力

常任委員 飯田 誠
東京大学先端科学技術研究センター
特任准教授

風力

常任委員 伊藤 雅一
福井大学学術研究院工学系部門工学
領域電気・電子工学講座 准教授

太陽光

常任委員 高野 浩貴
岐阜大学工学部電気電子・情報工学
科 准教授

電力系統

常任委員 山出 康世
株式会社社会安全研究所
取締役 部長（ヒューマンファクター
研究担当）

ヒューマンファク
ター

専門委員 小野田 崇
青山学院大学 理工学部 経営システム
工学科 教授

AI

専門委員 逆水 登志夫
一般財団法人マイクロマシンセン
ター スマートセンシング研究セン
ター センター長

センサー

専門委員 田所 諭 東北大学大学院情報科学研究科 教授 ドローン
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５．５ スマート保安プロモーション委員会の結果を踏まえたNITEの取組
①プロモーション委員会で妥当性・実効性を確認されたスマート保安技術を

カタログ化することにより、スマート保安技術の開発と現場実装を支援
• 基礎要素技術をもつベンチャー企業等と実証実験を行いたい発電所等の現場をつな

ぎ合わせることで、スマート保安技術の開発を促進。
• 妥当性・実効性を確認した新たなスマート保安技術を見える化することで、スマート保

安技術の導入・実装を促進。

②スマート保安技術を普及させるために必要な規制等の見直しを提言
• スマート保安プロモーション委員会での評価の過程で明らかになったスマート保安技術

の導入や普及拡大のボトルネック等について経済産業省や業界団体等に情報提供。
• 新たな基準策定や規制・運用の見直しに向けた提言を、経済産業省や業界団体等

に実施。

③関係業界等へ普及・広報
• スマート保安に関する意義をはじめ、新技術やスマート保安モデルの事例等をわかりや

すく紹介し（例えば、NITE講座等による情報発信）、業界団体や事業者におけるス
マート保安の勉強会等に役立ててもらうことにより、スマート保安に係る人材の育成を
支援する。 5757



58

〇 申請内容
2021年8月新規竣工の特別高圧受電設備に、スマート保安技術を導入(絶縁状況を常時監視及び点検
方法の工夫等)することによって、年次停電点検周期を1年に1回から3年に1回に周期変更する。

〇 対象設備の概要
・ オフィス、店舗、駐車場、交通広場、広場状デッキ等の複合施設
・ 都区内スマートシティーエリア内に位置し、建物オペレーティングシステムを装備

〇 導入するスマート保安技術と点検方法の工夫
・ Voセンサーによる絶縁状態の常時監視を実施しつつ、補助として超音波センサーに
よる絶縁劣化現象（部分放電音の検出）及び温度センサーによるコンデンサー・リア
クトルの外箱温度を常時監視し、軽微な異常を素早くキャッチ

・ 無停電点検時は、熱画像診断(サーモグラフィー)による接続状態及び過熱箇所の
確認及びデジタル測定器(Iorクランプリーカー)による低圧絶縁抵抗の測定を実施す
ることで従来から停電点検で行ってきた内容を代替実施。

熱画像診断(サーモグラ
フィー)

超音波センサーの
設置

５．６ スマート保安プロモーション委員会第一号案件
（１）概要 「受変電設備の監視装置導入及び点検方法の工夫による無停電年次点検の実施」
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〇 設置者のメリット
① 電路の絶縁状態を24時間365日常時監視することによる予防保全が可能となり保安力が向上
② 停電点検による営業停止日の減少や停電後の復帰・確認作業が減少して施設の運用、利便

性が向上し、３年間平均で点検保守料が年間20%削減。

〇 保安管理事業者のメリット
① 停電点検に係る事前準備・復旧作業の要員が2年間は不要となり、休日・深夜作業の減少に

伴う要員確保及び労働環境が改善
② スマート保安技術が評価され、他設備への販売拡大
③ 当該スマート保安技術を導入した需要設備は、無停電点検を記載した保安規程に変更する際、

産業保安監督部の技術審査が簡素化されて手続き期間が短縮

〇 産業保安監督部のメリット
① プロモーション委員会を通じてカタログ化された保安技術については、既に技術的妥当性は評価さ

れているため、監督部での技術的妥当性の確認作業を簡素化できる

〇 社会的な意義
① 特別高圧受変電設備(需要設備)においてスマート保安技術導入による無停電年次点検の導

入に係る「取組み」が例示されたことにより、類似案件によるスマート保安技術の導入促進に寄与

５．７ スマート保安プロモーション委員会第一号案件
（２）本技術導入による成果
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５．８ 今後の取組
〇 委員会での技術評価ペースの加速

第一号案件を技術評価した実績を踏まえ、今後は技術評価のペースを加速させる。
① 第二号案件の審議は５月に終了し、第三号案件についても審議を加速する方向で調整中。申

請事業者と相談・調整をしながら後続案件も準備中。
② 新たな保安手法やカーボンニュートラルに資する関連設備の設置推進に向けた技術評価も予定

〇 スマート保安に関する普及啓発活動の実施
令和３年度に実施したアンケート調査の結果、スマート保安やスマート保安プロモーション委員会につ

いての認知度が低かった。業界団体等での講演会や雑誌等への掲載等、継続的に実施予定のアン
ケート調査結果やスマート保安技術カタログ等の情報共有・発信等により、普及啓発活動を積極的に
実施していく。

〇 新規技術評価案件の掘り起こし
① 業界団体等への講演会や展示会等の機会を通じて、新規案件の掘り起こしを行う。
② 地方の優良な事業者との情報交換により開発技術を把握し、将来の保安技術として有望と見込

まれる基礎要素技術関連案件の掘り起こしを行う。
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スマート保安に関する問い合わせは、
otoiawase-smart-hoan@nite.go.jp まで 61

NITEにおけるスマート保安に関する取組みをHPで紹介！
○スマート保安のページ
https://www.nite.go.jp/gcet/tso/smart_hoan.html
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今後もＮＩＴＥは、電気保安の向上に
貢献して参ります。
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